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本稿は、JST-SICORP「プライバシー強化型の移動・
社会相互作用分析によるハイパーローカル危機監視
とパンデミック対策」プロジェクト（研究代表者：
吉川正俊〔JPMJSC2107〕）の成果のまとめとして、
法的課題について検討してきた研究参加者を中心と
して、2025年2月7日にオンライン座談会を行った
記録である。 （JILIS編集委員会）

曽我部：本日はお忙しい中ありがとうございました。
この座談会は、JST-SICORP「プライバシー強化型の
移動・社会相互作用分析によるハイパーローカル危
機監視とパンデミック対策」プロジェクトの一環と
して、法的問題の検討を行ってきたところ、最後に、
まとめとして行うものとなります。具体的には、現
在進められている個人情報保護法の改正論議をテー
マといたします。
　個人情報保護法――以下では個情法と呼びますが
――は3年ごとに見直しをすることとなっており、今
回の見直しについては、2024年6月に、個人情報保
護委員会から「個人情報保護法 いわゆる3年ごと見
直しに係る検討の中間整理」が公表されました。し
かし、それに対して様々な意見が寄せられたことか
ら、委員会は改めて、同年7月に「個人情報保護法
のいわゆる3年ごと見直しに関する検討会」を開催す
るとともに、これとは別に10月には「個人情報保護
法のいわゆる3年ごと見直しの検討の充実に向けた
視点」を公表し、事務局による有識者へのヒアリン

グを経て、2025年1月には「『個人情報保護法 いわ
ゆる3年ごと見直しに係る検討』の今後の検討の進め
方について」を、2月には「個人情報保護法の制度的
課題に対する考え方」という文書を出しています。
　これらの検討の中には、個情法に関するテクニカ
ルな課題だけではなく、個情法の基本的な構造に関
わる論点も含まれており、理論的にも大変興味深い
内容となっています。そこで今回は、こうした本質
的な論点を中心に、先生方にご議論いただきたいと
思います。
　議論に入ります前に、ご出席の先生方から自己紹
介をいただきます。まず私から、京都大学の曽我部
です。専門は憲法でして、憲法の観点からプライバ
シーないしパーソナルデータ保護の問題を含む情報
法の諸問題を研究してきております。私自身は、先
ほど述べました個情委の事務局ヒアリングの対象と
していただき、考えを申し上げておりますので、本
日は余計なことはなるべく言わずに、進行役に徹し
たいと思っております。
　では、先生方に五十音順で自己紹介をお願いしま
す。
音無：音無知展と申します。京都大学法学研究科准
教授です。現在は、アメリカのミシガン大学ロース
クール、客員研究員をさせていただいております。
　私は、憲法上のプライバシー権について、なぜ保
障されるべきなのか、そしてどのように定式化され
るべきなのかという問題を主に研究してきました。

（座談会） 
個人情報保護法3年ごと見直し論議を 
めぐって
参加者
  音無 知展　 京都大学大学院法学研究科 准教授

  黒田 佑輝　 大江橋法律事務所 弁護士

  小西 葉子　 関西学院大学 総合政策学部 専任講師

  山田 哲史　 京都大学大学院法学研究科／ 
医学研究科附属医療DX教育研究センター教授

  吉川 正俊　 大阪成蹊大学データサイエンス学部 教授

  黒田 知宏　 京都大学医学部附属病院 医療情報企画部 教授

司会
  曽我部 真裕　 京都大学大学院法学研究科 教授

Date: 2025.05.28
https://jilis.org/report/2025/jilisreport-vol7no7.pdfレポート 座談会



【座談会】　 （座談会）個人情報保護法3年ごと見直し論議をめぐって

2

J I L I Sレポート（2025.05.28）

プライバシー権を十全に保障するには、制度的な改
革も必要になることがあるため、プライバシー権の
研究をきっかけとして、制度的な救済や、裁判所が
継続的に関与する救済の在り方一般についても関心
を持って研究を進めています。よろしくお願いしま
す。
黒田（佑）：大江橋法律事務所の弁護士の黒田佑輝と
申します。よろしくお願いいたします。
　私自身は、実務家として、主として医療に関係す
る企業や大学病院などのデータの取扱いについて、
ご相談を受けております。今回の個情法の改正の動
きは、大きく実務に影響与えるところでもあります
し、理論的にも、本当にこのような改正内容が妥当
なのかといったことを、先生方のご知見をもとに、
理解を深めていきたいと思っております。
小西：関西学院大学総合政策学部専任講師の小西葉
子と申します。専門は憲法です。国家による情報収
集を中心に研究をしてきましたが、情報技術、とり
わけプライバシー保護技術にも関心を持って、研究
を進めております。本日はよろしくお願いいたしま
す。
山田：京都大学教授の山田哲史と申します。法学研
究科と、学内のダブルアポイントということで医学
研究科の中でも同研究科附属の医療DX教育研究セン
ターというところに所属しております。
　元々の専門は一応憲法ということになりまして、
憲法と国際法に関わるようなところを、最初には研
究しておりました。その中で、法律による公権力の
統制みたいな話に興味を持って、刑事手続における
ものを中心に、情報管理についても検討を及ぼすよ
うになって、そういう関連から、本日のテーマとなっ
ている分野についても、関心を持って研究を進めて
いるところです。
曽我部：先生方ありがとうございました。このほか、
研究プロジェクトのリーダーで、情報学がご専門の
大阪成蹊大学の吉川正俊先生と、京都大学病院の黒
田知宏先生にもご同席いただいておりますので、適
宜ご発言をいただければと存じます。

論点1　 
本人関与に係る規律の在り方について

曽我部：では議論に入りたいと思います。今回の3年
ごと見直しの議論の大きな柱の1つは、本人関与に
係る規律の在り方でした。個情法は目的外利用や第
三者提供などについて本人同意を要求しており、そ
れが個人情報の過剰保護や過少保護につながってい
るという指摘がありました。また、本人同意原則を、

理論的には自己情報コントロール権説を基礎に置く
ものと理解した上で、そもそもその基礎となってい
るこの説の問題点を指摘する傾向も有力になってい
ます。
　そうした中で、今回の3年ごと見直しでは本人同意
原則を緩和する方針が示唆されてきました。2025年
2月5日の委員会で決定された「個人情報保護法の制
度的課題に対する考え方について（個人データ等の
取扱いにおける本人関与に係る規律の在り方）」では、
統計作成等のみを目的とした取扱いを実施する場合
など、4つの類型において本人同意を不要あるいは緩
和するという考え方が示されています。これは、私
の理解では、完全な実体的ルールへの移行を目指す
のではなく、形式的ルールとしての同意原則を維持
しつつ、例外類型を法令で列挙していくというアプ
ローチで、著作権法の権利制限規定の考え方に類似
するように思います。
　それはともかく、最初の論点としては、本人関与
の限界と新たなアプローチについて、先生方に、個
情委の方針に対するコメントでも結構ですし、それ
を離れたご見解でも結構ですので、ご発言をいただ
きます。まず山田先生いかがでしょうか。
山田：時間の関係からも、簡単にだけ申し上げます。
本人同意についてはそれが誤解もありつつ強調され
ることによって、とにかく同意だけは取ったという
形で、かえって形骸化するといった話は随分前から
言われてきたところかと思います。今回の見直しに
おける議論の進展を見ますと「視点」そして、2月5
日に出たものを見ても、この点について、具体的に
どうするのかという点について話が進んでいるよう
に理解しております。
　私自身は、個人情報やプライバシーなどの保護の
根本的な根拠は、本人の意思に置かざるを得ないの
ではないかと思っております。もちろん、この辺の
考え方は、音無先生とだいぶ異なっていることは承
知しておりますけれども、この点は後に議論できた
らと思います。話を戻しますと、根本的な根拠は本
人の意思におくとしても、本人関与をあまり強調し
すぎると問題だというのは、よく理解できます。し
たがって、今回の「見直し」作業のように、実務的
なところも含めた本人関与の限界を見直して、しっ
かりそこを詰めていくという方針自体は、妥当な方
向に向かっているのかなと見ております。
曽我部：ありがとうございます。では次に小西先生、
お願いします。
小西：山田先生とほとんど同じ方向性で、3年ごと見
直しの方針を受け止めております。本人関与とその
限界を軸に争点を形成している点について好感が持
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てる一方、本人関与が基礎にあるということを前提
とすべきと思われるという点でも、山田先生と同様
の立場です。
　とりわけ本人関与が技術的に難しくなっている場
面が増えているところ、本人関与を擬制することが
かえって危険だというのは、そのとおりだと思いま
す。実際には本人が関与していないのに、関与して
いると見なすくらいなら、最初から本人関与が難し
い場合であるということを受け止め、その対応を示
すことは、非常に重要であると思います。
　その上で私個人の意見を申し上げると、本人関与
の在り方として、使われたくない自らのデータの使
用がなされていることを知った時に、その使用を差
し止める権利を個人に留保することは、透明性の確
保とセットで必要だと考えています。もちろん、そ
の権利の制約が結果的に正当化されることはあり得
ますが、自らのデータが思わぬ形で使われているこ
とを知って、それが嫌だな、取り扱ってほしくない
と思った時に、利用停止を求めることができるとい
う発想です。
　その前提として自分のデータがどのように使われ
ているかを知る必要がありますけれども「介入から
逃れる自由」を認めること自体は、憲法において基
本とされているはずの自由主義的発想に基づいてい
るもので、改めて付与するというものですらないと
考えております。以上です。
曽我部：では次に、黒田佑輝先生、お願いします。
黒田（佑）：一昨日の文章に、本人同意を不要とする
4つの類型が挙がっています。私がこれを見てまず感
じたのは、この4つは、本当に同じ基礎の上で捉えら
れるべきものなのだろうかと。要するに、この4つに
ついて本人関与が要らないと正当化される根拠につ
いては、必ずしも同じとは捉えられないのではない
かと思っております。
　具体的に、特に分かりやすい例が2つ目の例で、こ
れは、実質的には本人の関与があるというか、本人が、
当然想定している、本人の利益になるような行為に
ついては、明示的な同意を外しましょうというもの
のようで、むしろ本人同意がベースになっているの
に近いように思っています。対して、3番目4番目の、
公衆衛生あるいは病院の研究目的の点に関して言え
ば、個人の権利利益と公益の衡量の結果としての公
益的な目的の優先という点で捉えられる。
　私自身が、一番気になっているのは、実は1番目の
統計やAI開発のところです。この根拠は、あなたに
直接の不利益がないのだから、あなたの情報を取り
扱ってもよいだろうというものなわけですけど、ここ
では、まず、不利益がないと言うためには、個情法

が考慮するべき権利侵害・不利益の範囲を確定する
必要があるのではないかということになります。さら
に、そもそも、小西先生がおっしゃったように、権
利侵害があるかどうかではなくて、権利侵害があろ
うがなかろうが、使われたくないですという希望は、
どのように位置づけられるのかという点も考えてい
く必要があるのではないか。そうすると、個人情報
保護委員会の示した4つの類型は、かなり性質が違っ
ているであろうと思います。
　また、曽我部先生にもご示唆をいただいたところ
なのですが、このような修正の方向でいくと、著作
権法のように、要するに、どんどん例外条項が増え
ていき、それぞれについて固有の根拠があり、解釈
がありというように、法構造全体が断片化していく
のではないかなという懸念も若干持っているところ
でございます。
曽我部：どうもありがとうございます。大変示唆的
なご指摘かと思います。では最後に、音無先生お願
いします。
音無：私も本人関与の限界という問題意識には、賛
同しております。その点については、皆さんが今ま
でに、言ってくださったとおりです。
　では、どのようにそれを克服していくかという観
点から2つの解決策の候補に言及したいと思います。
1つは、どういう目的で個人情報を取り扱うのか、そ
して、その目的と照らした時に目的達成に役立って
いるのか、また、どういう不利益があって、その不
利益を上回るほどのメリットが得られるのかという
利益衡量の方法による規律を推し進めていくことが
考えられます。このような判断枠組みは、目的手段
審査と呼ばれることもあれば、比例原則による審査
と呼ばれることもあります。
　EUの一般データ保護規則（GDPR）6条は個人情報
の取扱いを適法なものとするための根拠を定めてい
ますが、そのうち実務的には同意以上によく用いら
れているとされる「正当な利益」（同条1項（f））も、
同じタイプの規律の在り方だと理解できます。
　また、アメリカでも目的手段審査に近い判断枠組
みはしばしば採用されているといえます。前提とし
て、アメリカでは連邦法のレベルでは、日本でいう
個情法やEUのGDPRのような包括的に個人情報保護
を担う単体の法律は存在せず、消費者保護や金融、
医療、通信、刑事捜査、安全保障などの個々の分野
ごとに適用範囲が限定された連邦法が存在する状況
です。そして、その分野ごとの法律の中に目的手段
審査類似の規律を見出すことができるということで
す。例えば、消費者保護という観点から、かなり広
く事業者の経済活動における個人情報の取扱いを規
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律している連邦取引委員会法5条は「不公正な慣行」
を禁止しているところ、それに該当するか否かを判
断する際に、問題となる個人情報の取扱いが実質的
な弊害を消費者に与えているか、与えているとすれ
ばその弊害を上回る消費者や競争への利益があるか、
という利益衡量を行うとされています（ちなみに、
不公正とされるには、当該弊害が消費者によって容
易には回避できないことも必要とされます）。
　他の例では、不合理な捜索をされない自由を保障
する合衆国憲法修正4条も、国家との関係でプライバ
シー保護において重要な役割を担っているとされて
います。通常は、裁判所の令状があれば合理的な捜
索だと認められるのですが、国家安全保障のための
情報収集などの場面で例外的に令状を不要としつつ、
直接的に捜索の合理性が審査される場面があります。
この場面においても、不合理か否かを判断する際に、
問題となっている個人情報の取扱いの目的を問うと
ともに、当該取扱いが当該目的にとって適切に仕立
てられているか否かが審査されています。
　「利用目的の達成に必要な範囲」（個情法18条1項）
は、利用目的の達成に役立つのかどうかを主に審査
し、デメリットとなる不利益との利益衡量はあまり想
定されてこなかったというのが私の理解ですが、日
本の個情法の中にも、このような利益衡量を正面か
ら導入するというのがひとつのアプローチだと思っ
ております。
　もう1つは「合理的期待」という規律のツールも比
較的有望ではないかと考えています。先ほど言及し
たアメリカの連邦取引委員会法5条は不公正な慣行
の部分集合として「欺瞞的な慣行」も禁止しており、
法執行の具体的な事例を分析すると、消費者にサー
ビス利用時にプライバシー・ポリシーを示して同意
ボタンをクリックさせていたとしても、消費者の合
理的期待を侵害する個人情報の取扱いが行われてい
た場合には欺瞞的な慣行に該当すると判断されてい
る、と権威あるプライバシー法研究者によって指摘
されています。また、先ほど言及した修正4条に関し
ても、そもそも同条によって規律されるべき「捜索」
に該当するかを判断する段階で、ひとつの判断基準
として「プライバシーの合理的期待」が侵害されて
いるか否かが用いられています。
　GDPR6条1項（f）の「正当な利益」の有無を判断
する際にも、合理的期待を害しているかどうかを考
慮した上で比例原則又は目的手段審査を使って利益
衡量するとされています。
　やはり、約款のようなプライバシー・ポリシーは、
通常、消費者や個人という立場にある主体は読まな
いということを前提として、その事業者が広告の中

で言っていることや、その代表者のメディア上の発
言などからすると、問題となっている個人情報の取
扱いは合理的な主体を想定した場合に予測できるの
か、それとも不意打ちになってしまうのかという観
点から見ていくというのは、比較的、形式的な同意
の問題を克服できる可能性を持った規律ツールであ
ると考えています。日本の個情法の中にも既に利用
目的の変更（個情法17条2項）や不適正な取得（同
法20条1項）などにおいて、ほぼ合理的期待に相当
する規律手法が用いられているという理解は可能で
あり、その妥当範囲を広げることが考えられるので
はないかという趣旨です。
曽我部：はい、ありがとうございます。このほか、
論点1についてご発言がおありでしたらお願いいたし
ます。では、音無先生お願いします。
音無：ありがとうございます。私は山田先生に、小
西先生とも関わるのですけれど、伺いたいことがあ
ります。根本はやはり個人の意思にあるのではない
かということをおっしゃっていたと思います。先ほ
どのご発言では必ずしも明確に言及されていません
でしたが、時に自己決定の整備という言葉を使って、
山田先生が説明されることもあって、その点につい
て、もう少し伺ってみたいです。
　すなわち、自分の情報についての自己決定が最終
的には一番大事という意味なのか、それとも、自由
に自分の人生を、形成していくに当たって、自由に
活動ができる前提として、個人情報の取扱いに一定
の規律を課すという意味での自己決定の基盤整備な
のか、どちらなのでしょうか。
曽我部：では山田先生に応答をお願いいたします。
また、小西先生にも、もし何かありましたら、ご補
足いただければと思います。
山田：端的にお答えすると、自分で自分らしい生き
方を決定するというところが個人情報保護に限られ
ない権利保障の根源にあり、個人情報の保護もその
ひとつの現象形態に過ぎないという考えです。
　ただ、自分らしい生き方ができる、そこについて
決定できるっていうのは、要は、何でも決めろと言
われるわけではなくて、本当に重要なところについ
て決めたい時にきちんと決められるということを確
保することが必要であると思います。こだわりがな
いような場面については、推定的というか、合理的
な期待、つまりここまでは普通は同意するでしょう
という枠組みや、デフォルトのルールを公権力側で
ある程度整備しておくことは構わないと思います。
小西先生がおっしゃったところでもありますけれど、
普通はそうだけれども、やっぱり私は嫌だという時
は、それはそれでノーと言える余地も保障しておか
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なければならないと思います。本人の自己決定を実
質化する枠組みとして個人情報保護法制はあると考
えています。つまり、最初の音無先生の質問にお答
えしようとすると、根源的な自己決定の実質化の手
段としては、個人情報保護ないし、その権利の保障
が自己決定の基盤整理という側面が出てくること否
定しませんが、それよりは、個情法が自己決定の基
盤整理のための立法だという趣旨で捉えています。
　公権力が法律によって、一般人の観点からのデフォ
ルトを設定したり、公益による規律を行ったりする
のは認めるのですが、根本的にはその背景には個人
の自律がフィクションであれ置かれる必要があると
思っています。ですので、勘違いもあるかもしれま
せんが、音無先生が最近おっしゃるような、みんな
が幸せになるのだから、みんなのために個人情報の
利活用の支障が出ないように協力しなければいけな
いといった話には、強い違和感があります。こうい
う発想については、ナッジの議論などにも強く感じ
るのですが、どこかにみんなが幸せになる答えを全
部分かっている人がいて、その人に差配されるとい
うようなことになりかねないのが、非常に、違和感
を持ってしまいます。
　私からはこんな感じですが、小西先生から「私は
山田の答えとは違って、こういう考え方を持ってい
る」といった補充などございましたら、よろしくお
願いします。
小西：はい、ありがとうございます。今お伺いした
範囲では、私の意見は、全面的に山田先生の意見と
一致しているように思います。私自身は、合理的期
待の推定を覆す拒否権的なものとして、理由を問わ
ず「この情報は使われたくない」あるいは「この場
面では使われたくない」ということを言えるという
ことが、ひとつ重要だと思います。
　かつて幸福追求権の議論において「幸福を追求す
るということの手段を誰が決めるのか」ということ
が、非常に大きな争点になっていたと認識しており
ます。私は、一般的行為自由説的な憲法13条解釈の
立場から、個人が「正しくなくてもいい、やりたい
ようにやる」という自由を持っている、少なくともそ
の主張ができるということが、人間が個人として尊
重されるということを表す重要な要素のひとつであ
ると考えています。
曽我部：ありがとうございます。音無先生、いかが
でしょうか。
音無：はい、ありがとうございます。山田先生のお
答えとしては、あくまで個人情報の取扱いの自己決
定を実質化するのだと、そういう趣旨だと、理解し
ました。また、お二人のお返事を聞いて、合理的期

待の理解の仕方が自分とは少し違うのかもしれない
と思いました。
　もちろん、アメリカなどでも、自己決定の立場か
ら合理的期待を理解する立場もあるのですが、また
別の立場としては、合理的期待は、あくまで、不意
打ちを避けるという観点から捉えて、自己決定をデ
フォルトとして準備するというよりかは、だまされる
ような形で個人情報が扱われることを避ける、つま
り、予測可能性を確保しておいて、自分の人生設計を、
見通しを持って立てられるような観点から理解する
立場もあります。その立場からすると、自己決定を
デフォルトでカバーするというのとは異なってきま
す。そういうところでも、両先生と考え方の違いが
出てくるように思いまして面白いと感じました。

論点2　形式的ルールと実体的ルール

曽我部：では、次の論点2にいきたいと思います。
2024年10月に公表された「個人情報保護法のいわ
ゆる3年ごと見直しの検討の充実に向けた視点」で
は、現行法が基本的には形式的ルールであるという
特徴付けがされた上で「個人データの利用目的や利
用態様などからその取扱いの正当性を裏付ける基準
を導入する等の実体的ルールを設けることにより、
本人の関与による規律に依存せず、事業者自身によ
る判断と事後の結果責任（本人の事後救済措置の強
化等）により、適正な取扱いを担保するアプローチ
について、どのように考えるか」という問題提起が
なされています。それと恐らく関連して「個人の権
利利益を保護するために考慮すべきリスク」をより
特定的に言語化しようとする努力も見られます。
　この形式的ルールと実体的なルールの対比は、私
がヒアリング等で申し上げた視点が採用されたもの
と思われ、有り難いのですが、それはともかく、こ
うした方向性について先生方のご意見をいただきた
いと思います。この論点については、音無先生に基
礎となるコメントをいただき、それに対して先生方
から質問なりコメントをいただく形で議論したいと
思います。ではお願いします。
音無：この場をお借りして、現在、私が取り組んで
いる研究について、少しお話させてもらって、皆さ
んから、フィードバックを得て、より研究を改善さ
せていきたいと思っております。機会をいただきあ
りがとうございます。
　「視点」の文書では、個人の権利利益を保護するた
めに考慮すべきリスクとして、物理的な意味での平
穏な生活や、正当な評価・判断、精神的な平穏、個
人が個人情報の取扱いを想定できる利益に対する危
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険が言及されております。
　個情法が、目的のところで挙げている権利利益は、
何か特定の権利利益ではなく、当該目的は権利利益
一般を保護することなのだと、一般には解されてい
るはずです。そのため、想定されるべき法的な利益
というのは、この「視点」に挙げられているもの以
外にも必ずあるはずで、およそ、あらゆるものを含
むと言ってもいいと思っております。
　しかし、ここで重要なのは「視点」にも示されて
いるように、様々な権利利益が、危険にさらされる
様々なシナリオが考えられますが、個人情報が当初
の目的とは別の目的で容易に利用できる状態になっ
てしまっていた時であるとか、個人情報が漏えいし
てしまった時に、結局どういうシナリオが展開され
て、最終的にどういう個人の権利利益が害されるに
至るのかというのを、目的外利用が容易になった時
点や漏えいが起きた時点で予測するのは非常に困難
だということです。
　それゆえに、権利利益に最終的に生じるリスクを
不利益として算定しようとしても、どうしても不明確
なものにならざるを得ないのではないかと思います。
個人情報が漏えいした時に、それによって、生活の
平穏が害されるのか、それとも何か財産的な弊害が
生じるのか、それとも、雇い主に解雇されてしまう
という職業上の不利益を被るのかというのは、予測
し難いはずです。
　そのような予測困難な、不明確な状態が、予想さ
れることから、個人情報の利活用によって達成しよ
うとする利益との、バランシング（衡量）が、どう
しても困難になってしまう状況があるのではないか。
それが私の大きな問題意識になっています。
　そこで、最終的に権利利益がさらされる危険に着
目したリスクベースのアプローチやシナリオの検討
は有益だと思うのですが、それだけでは不十分であ
るというのが、私の意見です。また、翻って、個人
情報が意に反して取り扱われたこと、それ自体が不
利益だと考えることも、私の立場からすると難しい
と考えています。以上を踏まえて、私が、提案した
いと考えているのは、最終的な権利利益となる「視点」
に挙げられているような、平穏な生活や正当な評価・
判断などの利益と、取扱い自体の間に「個人情報の
利用における安定的な協力状態の下で自らの個人情
報が取り扱われること」という法益を観念すること
です。つまり個人情報の利用において、人々が協力
をしていると捉えて、安定的な協力の維持促進のた
めに、個人情報を保護するのだという発想を取って
はどうかということです。
　このように、結論だけ言いますと奇異に聞こえる

かもしれませんが、構造としては独占禁止法などの、
経済法と類似していて、法規制の在り方としてもな
じみのあるものと思っております。すなわち、不公
正な取引方法によって、経済活動における競争とい
う法益が社会として害されて、個々のプレーヤーに
着目しても、公正な競争の下で経済活動を行う利益
が害されるということと、構造としては非常に似て
いるのではないかなと思っております。経済活動の
代わりに個人情報の利用を代入してもらって、競争
の代わりに、協力を代入してもらうと、ほぼ同じよ
うな構造だと理解してもらえるのではないでしょう
か。
　このように考えると、最終的にいかなる権利利益
の侵害に帰着するかが不明確な段階であっても、そ
のような不明確なリスクが生じてしまうことによっ
て、個人情報の利用における協力から離脱するイン
センティブが高まるというのは、比較的明確に認定
することが可能ではないかと考えています。
　この離脱インセンティブの増加とは、参考1として、
その「視点」の文書にも付されている、信頼の低下
を含むとともにより広いものです。信頼の低下を認
定しにくい、信頼がほとんど失われてしまった場面
や、社会生活の基盤となるSNSのようにそもそも信
頼していないものの個人情報が取り扱われることを
甘受せざるを得ない場面でも、離脱インセンティブ
は高まり続けるからです。
　アメリカの学術的な議論でも「信頼」に着目して
プライバシーを捉えようとする立場が精力的に提唱
されています。そして、プライバシー侵害の本質を
信頼に対する裏切りとして捉えようとする論者もい
ます。いわば、最終的に帰着する不利益が分からな
いため、中間的な利益として「信頼」に着目し、そ
れによってプライバシー侵害をできるだけ統一的に
把握しようという試みです。実務的にも、その立場
を反映した立法案が連邦議会で議論されたこともあ
ります。しかし、上述したとおり、信頼によって統
一的に説明しようとすることには無理があるため、
私自身は、中間的な利益を想定するアプローチには
示唆を得て賛同しつつ、離脱インセンティブが低い
という意味での安定性に着目するに至りました。こ
の離脱インセンティブが高まるというのは、すなわ
ち、協力の安定性が害されることを意味します。私は、
先ほど言及した「安定的な協力状態」を離脱インセ
ンティブが低い状態として定式化できるのではない
かと思っております。例えば、個人情報の漏えいが
頻繁に起きているとなると、そのような状態で個人
情報の利用について協力するなんてことは、現実に
どこまで個人情報が取り扱われることを回避できる
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かはさておき、到底受け入れられないというように、
協力に対する離脱インセンティブは高まって、不安
定化していくと説明できると考えています。いわば、
はっきりとした自覚症状はなく血液は一応流れてい
るかもしれないものの、動脈が徐々にボロボロになっ
て健康状態が悪化しているような状況です。
　それを安定的な協力に対する侵害だというふうに
捉えれば、比較的、法益として捉えることができて、
個人情報の利活用によって達成される例えば公衆衛
生などの利益とバランシングされることになる不利
益が今よりかは、明確に捉えられるのではないかと
考えております。
　実体的なルールに移していく時も、やはり何と何
を比べているのかが分からないと、比べようがな
いというのは、ヒアリングなどでも複数の方がおっ
しゃっていることで、私も強く賛同しています。個
人情報の利活用によって改善される、公衆衛生や医
療の質と、何を比べるのかという時に「そのような
個人情報の取扱いをすると、個人情報の利用につい
ての協力が不安定化しませんか、そして、その不安
定化を正当化するだけの利益があるのですか」とい
う形で、バランシングをすることが可能なのではな
いかと考えております。私からは一旦以上です。
　皆さんからの、アドバイスやご意見をぜひいただ
ければと思います。
曽我部：ありがとうございます。では、他の先生方
いかがでしょうか。
小西：音無先生、ありがとうございました。私から
は質問を兼ねたコメントを申し上げます。衡量に置
かれるものを明瞭にしようとなさる試み、率直に面
白いなと思って伺いました。ただ理解が行き届いて
いなくて恐縮なのですが、ぜひ教えていただきたい
ことがあります。
　独占禁止法とのアナロジーについて「競争」の代
わりに「協力」を代入するという時、そもそもその「協
力」にコミットしない自由、すなわち離脱インセン
ティブという抽象的な話ではなく、実際にその協力
関係から離脱したい、あるいは初めから協力関係に
コミットしたくないという自由は、個人に認められ
ていますか。もしこれが認められていないとすると、
そもそもこの代入が成り立たない、成立しないので
はないかと思うので、質問させてください。
　質問の趣旨を簡単に説明しますと、独占禁止法上
の「競争」において、個人には「競争」に入らない
ということも当然、認められているわけです。つま
り「競争」のプレーヤーにならない、あるいは顧客
にもならない、そもそも当該市場から離脱するとい
う選択肢があります。この選択肢が存在する理由は、

独占禁止法の前提となっているのが、あくまで自由
経済社会だからであり、このような社会の捉え方は
独占禁止法の前提として本質的な要素である、と理
解しています。
　独占禁止法1条は条文上「公正な競争」ではなく、
「公正且つ自由な競争」を、法律の目的として置いて
いますが、音無先生のこちらの仮説だと、いわゆる
公正さのみをあえて強調なさったアナロジー、つま
り公正さを強調することによって「協力」に引き付
けようとなさるアナロジーを取っておられるのでは
ないかと感じます。懐疑的すぎるかもしれませんが、
私はそのように受け止めました。
　一般論として、法規制の在り方に着目したアナロ
ジーが説得力を持つ場合というのは、形式的に法規
制の在り方が似ているということだけではなく、内
容の面でも同様の構造が見られる場合だと思いまし
て、このような質問をさせていただきました。
曽我部：音無先生、いかがでしょうか。
音無：ありがとうございます。非常に、参考になる
ご意見、誠にありがとうございます。協力に関して、
コミットしない自由、協力しない自由は認められて
いないのではないかということですが、まずひとつ、
私が個人情報に関して考えていることとして、個人
情報の取扱いには一種の、外部性、すなわち、その
人自身だけで全て決められるような問題ではないと
いう性質があるのではないかと考えております。
　例えば、ひとつのいじめの調査資料の中に複数の
人の情報が含まれている、あるいは、自分の自伝を
出す時に、その中にいろんな人の情報が含まれてい
て「その資料や自伝は出してほしくない」といった
ことは容易に起こり得ます。あるいは、後から統計
情報の話にも関わってくると思いますが、自分が統
計情報やAIに最終的に加工される情報を出すか出さ
ないかによって、自分がたくさん情報提供したこと
によって、自分に似た人の個人情報を容易に推測で
きるようになってしまうというような、その本人が
持っている個人情報の使われ方によって、他の人も
影響を受けるという性質がかなり強いと思っており
ます。
　「自分は、単に嫌だから協力しないです。しかし、
自分にとって都合のいい時は、他人の個人情報は使
いたいです」ということが、本当に、個人情報に関
して言えるのかと、すなわち、自分の個人情報は自
分だけに利益が帰属していると言い切れるのかとい
うのがひとつ疑問としてあります。
　また、競争との違いを非常に分かりやすく説明し
てくださったのですが、この自由な競争をなぜ守っ
ているかと考えた時、完全競争市場にした方が、資
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源分配がうまくいくからだというのが経済法の根っ
こにあると私は理解しています。そのために、自由に、
完全な競争をするのが望ましい。そういう意味で自
由も、非常に重要になってくると思います。
　ただ私が個人情報に関して考えているのは、市場
（自由市場）という資源分配機構は恐らくうまくいか
ないだろうということです。一番懸念しているのは、
やはり、お金がない人は、プライバシーを買えなく
なるのではないかという点です。むしろ、腎臓移植
の場面で腎臓ドナーから提供される腎臓という資源
を、移植を必要とする患者にいかに分配するのが望
ましいかなどの、市場を使えないところでいかなる
資源分配機構を考えるかという領域に近いと私は理
解しています。
　その観点から、経済学ではマーケットデザイン（と
りわけマッチング理論）という分野ができていて、
腎臓は売り買いできないため、市場に任せられない
が、どうすればうまく腎臓をみんなができるだけ納
得できる形で分配できるかといった研究が蓄積さ
れています。その研究の中で大事になってくるのは
「安定性」という概念です。安定的な資源の分配の仕
方、すなわち、離脱インセンティブができるだけな
いような分配の仕方が、望ましいといえるのではな
いかと提案されています。そして、安定的な分配機
構を考えることが主題となった時、そこでは完全競
争市場を創出させるための自由は、必ずしも前面に
出てこないのではないでしょうか。
　私が独占禁止法とのアナロジーで言いたかったの
は、資源分配の機構をうまく機能させられるように
守っているのが独占禁止法だと理解した時に、同じ
ように個人情報という一種の資源を、どういうアク
ターにどういう時に分配してマッチングさせていく
かを定めるメカニズムがうまく機能するように、そ
れを助けられるように法規制していくのが個人情報
保護に関する法制度だという意味で、構造が似てい
るということです。自由競争ではないですよねと言
われたらそのとおりですが、メカニズムを使って資
源をうまく分配していきましょうという意味では、
似てくるのではないかと思い、独禁法とのアナロジー
を使用しました。
小西：ありがとうございます。同じような発言を繰
り返すことになってしまうのですが、例えば腎臓を
誰かにあげるかあげないかを決定するのは、腎臓の
元の持ち主ですよね。
　そういう意味においても、独占禁止法上の自由競
争が行われるひとつの理由として社会の競争のガバ
ナンスを維持するということは重要ですが、その前
提には、個人が自らの意思決定に基づき、競争に入

るか入らないかを決めることができるという前提が
あると思うのです。
　その点からすると、今音無先生がおっしゃった説
明の中で、個人情報の取扱いについてのみ、個人の
意思決定とは離れたところで、協力状態を想定する
というのは、やはり少々違和感を覚えるというのが
私の意見です。ありがとうございました。
音無：ありがとうございます。今の点については、1
つ目で言ったことが関係しています。腎臓はその人
だけに帰属している資源ですよねという点について
は私も賛成です。ただ、先ほど言った外部性の観点
から、私はもう少し、コモンズと呼ばれるような、
共有地のような資源に個人情報の場合は当たるので
はないかと考えています。それゆえに、腎臓とはや
はり違って、個々人に個人情報を処分する自由があ
るということを強調しすぎると、他者に対する負の
外部性を認めることになりかねないので個人情報に
関しては、そういう議論はしにくいのではないかと
いうのが私の見解になります。
小西：ありがとうございました。最後にひとつだけ
コメントさせていただくと「個人情報には外部性が
あるから共有地である」という音無先生の理解に、
私は賛同しません。それは「個人情報は外部性があ
るので共有地だ」ということになれば「ではこの権
利も、外部性があるから共有地だね」という議論に
今後必ず展開していくことになり、結果として憲法
上の権利保障全体を脅かす危険が現実的にある、と
考えるためです。人権保障というのは、根本的に、
国家にとって邪魔な足かせだからです。だからこそ、
もし個人情報に関わる何らかの権利が、憲法上の権
利であるというのであれば、個人の尊重を定めた憲
法13条前段のもとで、個人がその権利を主張できる
ことに意味がある、と私は考えています。外部性の
有無という汎用的性質に基づき、個人の権利行使の
自由をそもそも制約することは、憲法上の権利の存
在意義を没却することだと、私は考えます。もちろ
ん個別の権利行使に対する制約が、正当化されるこ
とはあり得ますが。
黒田（知）：「なるほどな」と思いながらお聞きして
いたのですけど、今チャットに貼りますが、医療デー
タの扱いに関する「台北宣言」という医療データの
利用に関する、ある意味、金科玉条になっている倫
理綱領があります。
　この「台北宣言」を見るとよく分かるのですけど、
7条までがプリアンブル、8条からが本題になります
が、8条で、医療データは、社会の利益、特に公衆衛
生の目的に貢献すべきであるという大前提を書いた
上で、9条で、医師はプライバシーを尊重しなさいと
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書いています。だから公益が先にあります。
　これは、医療関係の綱領の基本みたいなものです。
医療データに関しても同じで、公益性が先にありき
で、それを侵さない範囲で個人の権利を保護すると
いう議論の仕方になっています。ヨーロピアン・ヘ
ルス・データ・スペースも、基本の立ち位置は実は
変わりません。だから、GDPRと真逆に見えます。多
分、先ほどの音無先生の議論は、この肌感覚を持っ
て議論しないと腹落ちしない気がします。そもそも
医療データとは、個人の所有物たり得るかというと
ころが議論のベースではないかなと思ったので、一
言コメントさしていただきました。
音無：ありがとうございます。個人情報は個人の所
有物なのか、個人一人に帰属するのかという点につ
いて、私は「いや、そうではないのではないか」と思っ
ておりまして、そこで小西先生と感覚のズレがある
という点は、おっしゃるとおりかもしれないと思いま
した。ただ私自身は、個人に還元されない公益性が
完全に先に立っていて、それに従属的なものとして、
その範囲内でだけ個人が権利を認められるとまでは、
言わなくてもいいのかなと思っています。
　というのも、個人の協力関係を築くことによって、
個人も、やはりかなりのメリットが享受できるはず
です。例えば参政権を想像してもらうと、参政権自
体も、民主政が機能しているというのは公益性が高
いということも言えますけど、それだけではなくて
自分もその公益性の高い協力関係の中からメリット
を得ていて、そういう協力自体が個人の権利そのも
のにもなっているのではないかと思うからです。
　ただ、この点は非常に重要な点だと思いますので、
もう少し頭の中を整理して考えさせてください。
曽我部：音無先生の外部性の話と、今の黒田先生の
ご指摘の点は違うことを議論しているのでしょうか。
外部性には、正の外部性と負の外部性があると思う
のですけども。
音無：そうですね。例えば、個人情報をある人が
「いいよ、いいよ。私、別に気にしないから」と言っ
て提供した時に、他の人が不利益を被ることがある
というのは比較的指摘されています。そういった時
の外部性が全て公益性と重なるのか少し自信がない
のですが、やはり公益性になるでしょうか。
曽我部：個人情報が、本人の権利利益に関わるとと
もに、例えば医療データの文脈でいうと、医療の発
達のために貢献するということでいうと、外部性と
いうことでくくれるのかという、素朴な疑問なので
すが。
音無：まだ考えがまとまりきっていないためお答え
するのが難しいですが、公共性と個人の権利を、峻

別（しゅんべつ）するというよりかは、おっしゃっ
てくださったように、個人情報は公共性と個人にとっ
ての利益の両面を持っているというのが、私が言い
たかったことかもしれないです。
黒田（佑）：黒田知宏先生のご指摘を聞いて思った
ことだけお伝えすると、医療の場合、公益は恐らく、
同時的な同世代間の公益と、経時的な世代を跨ぐ公
益の、2つが存在しており、それぞれへのフリーライ
ドの問題が存在すると思います。
　同時的というのは、要するに、今、私の情報を提
供することが、私を含む社会に利益をもたらすとい
う場面が、一方では存在をするであろうと。そうす
ると、私の情報を出さないということは、今の社会
との関係でフリーライドであるという状況です。他
方では、経時的に、私が情報を出すことによって、
私や今の社会は多分利益を受けないのだけれども、
続く世代の人たちが利益を受ける可能性があるとい
う場合があります。特に、医療の先生方の中には、
我々は、先人の屍の上に築き上げられた医療を享受
しているわけだから、我々が、後の続く世代のため
に貢献しなければ、それは世代レベルのフリーライ
ドをしていることになるという問題意識があるので
はないかと思います。
　これに対して、状況によっては、情報の提供に協
力しなくとも、同時的にも経時的にもそういった意
味でのフリーライドは発生しておらず、むしろ一方
的に情報を収奪されるだけであるということもあり
得そうです。要するに、情報を提供する側としてみ
れば、別に何のメリットもなければ、もしかすると自
分の不利に使われる可能性も出てくるというような
ところまで、音無先生が言われる協力関係という概
念の中に含み得るのだろうかと思っていました。で
すから、音無先生のご指摘というのは、医療のよう
な特定のシナリオにおいては、該当し得るようなケー
スというのは存在するのかなと思うのですが、情報
の取扱いを包含するような、統一的な理論を打ち立
てられるというご趣旨になるとすると、本当に全て
を包含できるのだろうかというのは、若干気になり
ました。
曽我部：関連してよろしいでしょうか。その安定的
な協力状態という考えが私もすごく気になっていま
す。ひとつは、協力状態というと、当然自発的な協
力というニュアンスが入っているように思います。
　そうすると、結局、協力するのであればする、し
ないのならしないということになり、そうすると自己
情報コントロール権に戻っていくという恐れはない
のでしょうか。他方、今、黒田佑輝先生がおっしゃっ
たように、協力状態が語れる場面ばかりではないわ
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けですから、この説明は一般化できないのではない
かという疑問もあります。
　さらに、この協力状態を、そういう主観的なコミッ
トメントではなくて、もう少し客観的な状態だとい
うふうに捉えるのだとすると、音無先生が以前から
おっしゃっていた適正な取扱いとどう違うのかとい
うような気もします。いずれにしても、この安定的
な協力状態という言葉がよく分からないなというの
が、私の疑問です。
音無：今ご指摘いただいて、私は大事なことを言い
忘れていたことに気が付きました。やはり協力とい
うからには、個人合理性は必要であると思っていま
す。個人合理性とは、協力に参加すると協力しない
よりかはメリットが得られることを指します。経済
学などでも、安定的な資源分配を論じる際に、最低限、
個人合理性は要るという議論がされており、やはり、
それはそのとおりではないかと考えています。協力
したら相手が一方的に損をするのに、協力させるの
はおかしいですし、無理やり協力させられている方
は、もう協力したくないというインセンティブを高
めることでしょう。そもそも協力とは呼べないとも言
えるかもしれません。そのため、黒田佑輝先生がおっ
しゃっていたような、一方的に収奪されるだけの関
係は、私は、個人合理性を満たさないがゆえに安定
的な協力ではないと言えるのではないかと思います。
　そのような場面が広くあるのではないかというご
指摘でしたが、私自身は「今プラットフォームが、
一方的に収奪しているとすれば、それはおかしい。
それは是正すべきだ」という立場にあります。そこで、
現状のプラットフォームと個人の関係が安定的な協
力になっていないがゆえに、実際上その協力関係か
ら抜けることは難しいかもしれないものの是正すべ
きだと考えております。
　それが曽我部先生への答えにも一部なっているか
と思います。協力状態に入るか否かの自発性につい
ては、自己情報の取扱いに対する自己決定に重なる
限りで、私としては、先ほどの外部性の問題（自己
情報から生じる他者に対する負の外部性に対処しに
くい）や同意の限界から、原則は認めないことが望
ましいと考えています。しかし、少なくとも個人合
理性は最低限必要であり、それが、個人の権利にも
関わってくるところかもしれません。すなわち、公
益に完全には還元されず、少なくとも参加する個人
としてはメリットがあることを確保しないといけな
いという意味で個人の権利と言っていい側面になる
のかもしれません。
　適正との違いについては、私自身は、適正を具体
化しようとしているつもりです。例えば、日本の最

高裁は、京都府学連判決で関係のない第三者の容ぼ
う・姿態が被疑者とともに撮影されることについて
当該第三者との関係でいえば正当な理由のない撮影
であると判断していると私は解釈しています。しか
し、正当な理由のない映り込みによっていかなる不
利益が生じているのかを特定する必要があると考え
ています。その際に、個人情報の利用における協力
の安定性こそが害されていると説明できるのではな
いかと考えています。
曽我部：ありがとうございます。ただ、本人の利益
が語れない場合も、やはりあるのだろうと思うので
すが、いかがでしょうか。
音無：例えば、刑事捜査は確かに、捜査を受ける側
は、同時的に見れば一方的に不利益を受けていると
も言えると思います。しかし、もう少し経時的ない
し中長期的に見た時に、その捜査によって、よい治
安が維持されているのだとしたら、それによって、
全く捜査を許さないような個人情報の取扱いの仕方
よりかは、本人も利益を得ていると言えるのではな
いかと思っています。
曽我部：そこまで本人の利益を薄めるのであれば、
結局、正当な目的とか、普通の比例原則で語っても
同じかなと思います。
音無：比例原則に近づいていくことについては、異
論はありません。しかし、先ほどの無関係の第三者
が警察のカメラに映り込んでしまった時のように、
比例原則を満たさない取扱いが認定されたとして、
ではその時に何が害されているのかをはっきりさせ
ないと、衡量にならないような気がしています。
曽我部：ただ、この安定的な協力状態という議論
でより衡量がより明確になるという感じがあまりな
かったものですから。
音無：それはおっしゃるとおりかもしれません。個
人情報の利用における協力に価値をある程度見出し
て、それは「10」ぐらいの価値だといった価値の割
り当てができれば、明確になると言えるかもしれま
せん。しかし、曽我部先生がおっしゃるように、そ
もそも、個人情報の利用における協力の価値も不明
確ではないかと言われてしまうと、そこはある程度、
これぐらい大事ですよねというコンセンサスを取ら
ないと難しいかもしれません。
曽我部：はい、ありがとうございます。山田先生、
お待たせしました。お願いします。
山田：ありがとうございます。今までの議論につい
て単純な整理を試みるような発言となります。
　まずは、黒田知宏先生の医療分野における公益の
優先というところに関してです。
　医療情報に関しては「台北宣言」などを引きつつ、
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公益が個人の権利より先に立っているというお話で
したが、そのように見えるのは、台北宣言などは名
宛人が医師だからではないかと思うところがありま
す。医師は自分の個人情報ではなく、治療等の関係
で他者の情報を持っているわけですから、そもそも
それを持っていること、さらにそれを利活用してい
くことは公益に沿わなければならないという話にな
るでしょう。それに対して、元々の情報の出所であ
る患者などにとっても、公益が先に来るのかは、少
し気になります。
　次は「外部性」に関わるところです。前提として
付け加えておきますと、私自身も、音無先生が言う
外部性というのは、全部かどうかは別として、黒田
佑輝先生が指摘されたように「公益」とかぶるとこ
ろがあるのかなというふうには思っています。
　そして、本論に戻りますが、どのようなものであっ
ても、正負両面の外部性はあります。もちろん、そ
の強弱はあるのですが、そうだからこそ、最初に小
西先生がおっしゃったところにつながりますが、独
占禁止法制との類推が利くということをもう少し踏
み込んで示していただく必要があるのだと思います。
それが必ずしも、示し切れていないから、音無先生
の議論を踏まえても衡量が明確になるとも思えない
という曽我部先生のご指摘につながるのではないか
と思いながら、曽我部先生との議論を聞いておりま
した。
吉川：音無先生のお話は全てを統一する理論を打ち
立てようとされるような気がします。黒田知宏先生
が紹介された「台北宣言」にあるように、少なくと
も医療情報は公共の財産に近いものだと思います。
医療情報の全てとは言いませんが、がん登録のよう
に少なくとも医療機関に対しては患者情報の登録が
義務づけられている場合があります。また、国民に
は納税の義務がありますが、国は、税金だけではな
く、同時にそれに付随する雇用者の情報や収入額、
控除にまつわる種々の情報を収集しています。これ
らも公共の財産として国民が提供している個人の情
報であると考えられます。音無先生の理論がこのよ
うな場合も包摂するものかどうかは私の理解が至っ
ていません。
音無：すみません。もしよろしければ、最後の一言
の前に黒田知宏先生の医療データに関する議論と
個人情報保護の議論のズレのところについて、何と
何がズレているのかだけ改めて伺ってもよろしいで
しょうか？
黒田（知）：医療データの利活用の議論では、医療
データの公益性が個人の権利保護よりも先に立つと
いうのが、一般的な順序ではないかと思っています。

それが、医療者の常識だという曽我部先生のご指摘
は、それはそうかもしれないし、台北宣言は医師を
対象にしているから、公益が先に書いてあるだけだ
という山田先生のご指摘もそうかと思うところはあ
るのですけれど、でもなんとなく、医療情報の取扱
いという場面においては、公益が先に立つというの
が一般的な考え方になっていて、それが一般的な個
人情報の保護の議論とかみ合わない本質なのかなと
思います。
　黒田佑輝先生がおっしゃったフリーライドの議論
は、すごく大事なことだと思います。「我々は屍（し
かばね）の上に立って生きている」というのは、医
療者の基本的な肌感覚です。我々は将来、未来の人
が立つための屍にならねばならぬのだ。なので、我々
の屍は、社会に返されて当然である。というのは、
やはり基本にあります。では、その屍からデータを
作って、そこから知識をつくる人が利益を得る行動
は、果たして社会のための公益であるのか、その人
の私益であるのかというのは、もう峻別が付かなく
て、いろんなところでそれがない交ぜになった結果、
訳の分からない議論になっていると思うことが多い
です。とても難しいと思います。
音無：ありがとうございます。屍の上に立っている
という感覚を、医療情報以外にも一般に広げようと
しているのが、私の立場なのかもしれないと理解し
ました。しかし、それで本当にうまくいくのかという
ご指摘も同時に複数の方々から受けたと理解してお
ります。また、明言はしておられませんが、個人情
報も基本的には自由に使えるのだけれども、外部性
ゆえに枠がはめられていくと考えられるのではない
かという山田先生のご示唆もそこに関わると思いま
して、そこを検討していくことが私の課題であると
よく分かりました。
　とりわけ最後の山田先生のご示唆に触発されて、
少しだけ今後の見通しについて今回の議論を通じて
考えたことを話させてください。改めて小西先生及
び山田先生からのご指摘を考えますと「経済的自由
と独占禁止法の関係」に対応するのは「情報を取り
扱う（収集・創出、利用、開示などを含む）自由と
個人情報保護法の関係」なのではないかと思えてき
ました。大前提として、不特定多数に向けてにせよ、
特定少数に対してせよ、自分限りでの内部処理にせ
よ、表現の自由、通信の自由、そして思想・良心の
自由が、情報の取扱いの自由を包括的に保障してい
ると考えることは可能です。そして、情報の取扱い
の自由が真に充実するためには、曽我部先生もご著
書で指摘されているように「情報が自由かつ多様に
流通している状態」が必要であると思われます。こ
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の時、情報の一種である個人情報について野放図な
取扱いが許容された場合、個人情報について自由か
つ多様な情報流通の「安定性」が害されるのではな
いでしょうか。このように考えますと、個人情報の
利用における協力は、個人情報が安定性を害さない
範囲で自由かつ多様に流通して取り扱われている状
態と捉えることができ、曽我部先生からのご指摘に
応えて、精神的自由に準じる価値があるものと示す
ことができるのではないでしょうか。また、私の見
解は公益性が強く、個人の自由の居場所がないよう
に思えるというご指摘につきましても、情報の取扱
いの自由という形で個人の自由を考慮していること
になるのではないでしょうか。すなわち、自由かつ
多様で安定的な情報流通が確保されていることは、
もちろん公益的・公共的な側面を持ちつつ、表現の
自由をはじめとする精神的自由を支えるものとして
個人の権利自由とも強く結びついているのではない
かと考えるに至りました。

論点3　統計情報等の作成目的で
の第三者提供について

曽我部：まだ議論があろうかと思いますが、このテー
マはこれぐらいにしまして、次の3つ目の論点に移
りたいと思います。この前の論点でも登場した「個
人情報保護法のいわゆる3年ごと見直しの検討の充
実に向けた視点」、さらに、直近の「個人情報保護法
の制度的課題に対する考え方（案）について（個人
データ等の取扱いにおける本人関与に係る規律の在
り方）」では、統計作成等、特定の個人との対応関係
が排斥された一般的・汎用的な分析結果の獲得と利
用のみを目的とした取扱いを実施する場合について
は、このような統計情報等の作成にのみ利用される
ことが担保されていること等を条件に、本人同意な
き個人データ等の第三者提供及び公開されている要
配慮個人情報の取得を可能としてはどうかとされて
います。ここでいう統計情報等の作成には、AI開発
のための学習データ作成なども含まれるため、実務
上の重要性は大きいと思われます。
　ただ、これについては、検討すべき点も残ってい
るように思われます。この論点については、まずは
黒田佑輝先生から問題提起をしていただき、小西先
生からもコメントをいただいた上で、他の先生にも
ご議論いただきたいと思います。では、まず黒田先
生お願いします。
黒田（佑）：3点だけ、問題提起をさせていただけれ
ばと思います。まず1つ目は、そもそも「統計情報」
とは何だろうかということです。一応個情委のQ＆

Aがあることはあるのですが、具体的に何が統計情
報なのかを、実務的に判断をすることはかなり難し
い問題です。具体的には、どのような情報であれば、
特定個人との「対応関係が排斥された」と評価して
よいのか必ずしも判断が付かないという問題があり
ます。
　例えば、複数の個人に関して何らかの事項を集計
した表があるとして、その中に「1」という数字のセ
ルがある。この「1」は一人の人間と直接に紐づいて
いるから、統計情報ではないのでしょうか。仮に、「1」
は統計情報ではないとすれば「2」のセルは、Aさん
とBさんの情報の合算なのだから、それは対応関係が
排斥されているというふうに本当に言えるのでしょ
うか。こうした問題があります。
　さらに、今回の個情委の文書では「統計情報等」
という言葉を使用していて、その「等」の中に、AI
の学習を含めてきている。この統計とAIのアナロジー
が本当に成り立つのだろうかという問題点がある気
がします。
　ついで、2つ目として、現在の日本の個情法の解
釈では、そもそも統計作成は利用目的としての特定
すら必要がない行為です。つまり、出来上がった統
計だけではなくて、その統計を作成するプロセスそ
のものが、個情法の利用目的の規制の対象から外れ
ています。ところが、例えば、ある統計表の形式が
事前に定まっていて、その定まったフォーマットに
対して、機械的に生データを加工して、セルを埋め
ていくというようなものであれば、確かに作成プロ
セスに対して規律を及ぼす必要性は、それほど高く
ないのかもしれないですが、実際は、試行錯誤を含
む、種々の分析、検討を行った結果として、最後出
来上がった成果物が統計であるということは多々あ
る話です。その時に、その検討とか分析のプロセスが、
全部、目的規制の対象から外れかねないということ
で本当にいいのだろうかという点が気になっていま
す。また、今回、個情委から出た文書では、統計情
報等の作成の場面において第三者提供の同意の緩和
などが議論されていますが、同意を緩和するとして
どのような代替案が提示されるのかという問題があ
ります。
　3点目が一番、皆さまのご関心と関連するところだ
と思うのですが、統計情報の作成について、規制を
緩和する根拠として、個人の権利利益に影響を与え
ないということが挙げられていますが、統計を作る
行為は、本当に個人の権利利益に対して影響を与え
ないのかという問題を考える必要があります。
　例えば、統計作成の過程でモニタリングされ、情
報の収集が行われることそのものが萎縮効果をもた
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らすようなケースというのが想定できます。非常に
マニアックですが、デンマークの割礼データベース
に関する論文では要するに、割礼数をカウントする
こと自体が、一定の宗教的な行為に対する萎縮効果
をもたらすのではないかということが指摘されてい
ます。つまり統計を作っていることに間違いないけ
れども、統計を作ることそのものが、個人の行動の
変容をもたらすことをどう評価するのかということ
です。
　さらに、統計作成の結果として、一般的な知識が
生成されたとします。ところが、その一般的な知識
の利用によって、個々人の権利利益が影響を受ける
というケースは当然存在します。例えばアメリカの、
日本でいうところの研究倫理指針に近い、Common 
Ruleというルールの中では、倫理審査対象となる研
究によって得られた知識によって、中長期的な影響
が生じることが想定されるわけですが、その中長期
的な影響については、倫理委員会は審査するべきで
はないとしている。こうしたルールになったのには、
様々な経緯がどうもあるようですが、ある意味、ひ
とつの割り切りをしているわけです。審査対象とな
る研究から、直接研究対象者に生ずる影響はもちろ
ん審査対象になるのですが、研究から何らかの知識
が得られて、その得られた知識が社会にもたらす負
の影響については、それは別のところで統制をすべ
き話であって、倫理委員会でそこまでコントロール
することはできないであろうということだと思いま
す。日本の場合、作成された統計の結果として得ら
れた知識が社会に負の影響を与えることを、どこで
統制するのでしょうか。それは統計を作る前で統制
をする話なのか、つまり個情法の中で統制をする話
なのか、それとも個情法ではない別のところで統制
をする話であって、例えば、それが差別をもたらす
のであれば、差別禁止法みたいな問題として考える。
個情法がそこまで考える話ではないというふうに、
判断をするのか。
　これまでの議論の中でも、先生方は、個人の権利
利益として、いろんなものをご指摘されていて、直
接・間接的なものが様々入っているわけですが、果
たして本当に全部を取り込んだ法として個情法を考
えるべきなのか。いや、それとも、個情法の守備範
囲には線を引いて、そこから先は、別の法律、別の
制度の問題ですというような切り分けをするべきな
のかどうか。私自身、別に答えを持っているわけで
はないですが、そういった問題が、実は統計作成の
結果として得られる一般的な知識の問題として伏在
しているのではないかと考える次第です。
曽我部：ありがとうございました。では、小西先生

からお願いします。
小西：私からは3点、コメントさせていただきます。
全体として、私は黒田佑輝先生が今おっしゃったコ
メントのご趣旨に、賛成しています。その上で、ど
のような趣旨で賛成しているのかということを少し
敷衍（ふえん）するという、コメントになります。
　まず、1点目。最初におっしゃった統計とAIのア
ナロジーの評価に対する疑念には、非常に共感を覚
えます。
　AIの一般的定義は、学習して推論し、判断するプ
ログラムということになろうかと思いますが、この
定義には学習・推論という処理と、その判断の内容
を出力するという2つの要素が含まれています。その
学習や推論に際して、具体的にどういった特定の処
理を行うのかという点、すなわち「こういう処理を
しているプログラムですよ」ということが示されて
いるわけではない定義です。
　このように、そもそもAIという概念自体が包摂的
なものであるのみならず、出力については、制御の
いかんにより個人情報が含まれるということも当然
あり得ます。ディープシークの話等、世界的にも話
題になっていますが、その制御のかせを外すという
ことも、やろうと思えば自由にできる以上、そもそ
も個人識別情報を含まない統計情報と同等に考える
という評価は、非常に困難であると思います。
　2つ目です。個人の権利利益への直接の影響の有無
が、判断基準たり得るかという点についてです。私
自身は、黒田先生がおっしゃったとおり、このような
内容は、基準として機能することが難しいであろう
と思っています。その上で、権利利益の内容や影響
自体を確定できないとなったら、問題になるのは、
誰がこの影響の有無を決めるのかになると思います。
　私が3年ごと見直しの一連の資料を拝見して、とり
わけ気にかかっているのは、個情委の権力性が肥大
化していく傾向にあるのではないかということです。
私は元々、国家の情報収集を統制する第三者機関の
研究をしているのですけども、そこで得たひとつの
学びは、第三者機関とは、ルールに従って判断をす
る主体であって、自らがルール・メイキングしてい
く主体ではないからこそ、独立性を保つことができ
るということでした。このまま個情委の権限が拡大
すると、そのような独立性を保つことが可能な状況
に置かれなくなってしまうのではないかという懸念
を、感じています。
　最後に3点目ですけれども、一般的知識の生産活
動によってもたらされる影響の評価を、どの段階で
するのかというお話についてコメントします。この
点は非常に難しい問題として、我々に突き付けられ
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ていると思っています。というのも「個情法の話で
はない」と言うことによって「個情委としては応答
をする範囲ではない」、黒田先生のお言葉を借りれば
「守備範囲ではない」と主張されることになります。
　個情法の守備範囲外だという整理をすることに
よって、非常に重要な問題が取りこぼされ、表立っ
て論じられないというような問題が起こっているの
ではないかということを懸念しております。以上で
す。
曽我部：どうもありがとうございます。そうしました
ら、少し議論したいと思います。
山田：括弧3の点について、小西先生からのコメント
も含めて、少し議論してみたいと思いました。何を
持って適用外となる「統計」となるのかの判断が付
かなくなってくるという問題提起が黒田佑輝先生か
らあり、そして、そういった事態は個人情報保護委
員会の権力拡大につながるのではないかという小西
先生のお話がありました。この小西先生のご指摘に
ついては、私も確かにそうだなと思って聞いており
ました。
　その一方で、個情法の守備範囲が拡大しすぎてい
ることに対して、守備範囲を限定する可能性には否
定的なご発言が小西先生からありました。しかし、
個情委の権力拡大が望ましくないという観点からす
ると、個情法の守備範囲を狭めて、個情委が口出し
できる範囲を狭めた方が、ある意味で良いのではな
いかとも思います。
　もちろん、当然ながら、個情委が拡大しすぎるの
もいけないけれども、個情法の守備範囲ではないか
らといって個情委による統制が外れ、他に代わりに
統制する機関があるわけでもないというのが困ると
いうご趣旨かとは思います。加えて、独立の統制機
関を雨後のたけのこのように作るのがいいわけでも
なく、財政的な意味でも現実的ではないことも理解
しています。
　さらに、個情法の守備範囲から外すことによって、
取り扱うべき問題ではないという効果を生んでしま
うと、確かに問題だという点については、なるほど
と思ってお聞きしてもおりました。
　このあたりについて私自身だいぶ混乱しています
が、小西先生はどう整理しておられるのでしょうか。
　黒田先生というよりは、小西先生へのコメントに
なってしまったかもしれませんが、よろしくお願い
いたします。
曽我部：ありがとうございます。ご応答いただく前
に、音無先生からもご発言いただければと思います。
音無：はい。統計情報に関してまだ言及されていな
い問題をまず1点目としてお話ししますと、バイア

スの問題も、AIや統計については言われております。
例えば、医療AI機器の文脈だと、白人の裕福な人が
医療にアクセスしやすいという状況が、特にアメリ
カでは圧倒的にあります。そのよく集まるデータを
学習データとして使うことで白人の裕福な層には効
くけれども、黒人のあまり裕福でない人々には効果
のない、あるいは誤った判断をしてしまうAI機器が
作成される例が実際生じているようです。2点目です。
小西先生のコメントで、個情委の権力性が肥大化し
ていないかという文脈でおっしゃっていたことです
が、自らがルール・メイキングしないのが大切だと
おっしゃっていたように思ったのですが、従来、独
立行政委員会というのは、準立法作用もあると理解
されてきたような気がします。それとの対応はどの
ように考えておられるのか伺ってみたいです。
　3点目は、個情法の在り方、守備範囲のところです
が、私自身はあまり個人の権利利益にこだわりすぎ
ずに、外部性なども重視する立場なので、個人情報
を利活用したり、使っていく時に問題になる社会の
負の影響を低減させて、プラスのところをみんなで
分け合っていきましょうという観点から守備範囲を
広げてもいいのではないかと思っています。以上で
す。
曽我部：黒田知宏先生からもコメントがあるとのこ
とですので、どうぞ。
黒田（知）：小西先生が、個人情報保護委員会の権力
性みたいな話をされていたのを聞いていて、自分が
たまたま当事者だったので、ふと思い出したことを
書きました。その時の個人情報保護委員会の担当者
の発言が、まさに権力者の発言だったと感じたこと
を思い出しました。この事案は、次世代医療基盤法
の認定匿名加工医療情報作成事業者であるLDIが、認
定「外」事業として受託していた病院から情報を預
かって、そこから認定作成事業者に提供してよいデー
タだけを抜き出して、認定「内」事業に用いるデー
タベースにデータを送り出す業務において、データ
を抜き出すプログラムに不具合があり、送り出して
はいけないデータを認定「内」事業向けデータベー
スに送り出してしまったという事案です。
　この時、個人情報保護委員会は「本人通知」の実
施を非常に強く迫ったのです。
　もちろん、それは個人の権利保護からすると、や
らないといけないのですけど、ある方が病院にかかっ
たということを本人以外の人が知ってしまう可能性
が十分発生し得る。そこで、我々は「本人受取限定
郵便」を使うことにしたのですが、余りに大量なの
で郵便局が一度には引き受けてくれなくて、とても
時間がかかる。そうすると、個人情報保護委員会は
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「ややこしい手順を踏まずに、一般郵便で送れ」と
我々に指示しました。それは無理でしょうと。受取
人指定の郵便物しか考えられなくて、なかなか届か
ないし、コストもすごいかかりますけど、それでも
やりますという話をした時に「いや、そんなことを
する必要はないのだ」と。「本人に伝えるだけでよい」
とおっしゃいました。
　いや、奥さまにすらご説明なさらずに、病院にお
いでになっている患者さんはいくらでもおられて、そ
の情報が奥さまに漏えいすると、それこそ本人に被
害が及ぶことになります。それを考えてご発言なさっ
ていますかということを私から申し上げると「知っ
たことか、指示に従え」と発言され、内閣府からも、
それはちょっと考慮した方がいいのではないか申し
入れたところ「我々は独立した機関である。他の省
庁にいろいろ言われる筋合いはない」と発言なさっ
た、という話です。
　もうひとつは、当時はまだ個情法の下に、自治体
立の病院は入ってなかったわけですけど、それも含
めて全て公表しちゃった、それを見て「この人たち、
権力者だね」っていうのを、内閣府の人たちと話を
したのを、そんなことがあったなって思い出したの
でコメントに「ちゃちゃ」として書きました。はい。
それ以上でもそれ以下でもないです。
曽我部：ありがとうございます。では、黒田佑輝先
生と小西先生から、これまでに出されたコメント、
質問について、お答えいただけますでしょうか。
黒田（佑）：小西先生、あるいは山田先生、音無先生
と、多分三者、知宏先生も含めて、四者四様、個情
委に期待をしているものというか、個情法に期待を
しているものが恐らく違うんだということが分かっ
たと思います。
　これは結局、何が法目的かということ自体につい
て、恐らくここにお集まりの先生方の間でも、統一
的な見解がなく、それゆえに、法の守備範囲も当然
変わってくるし、個人情報保護委員会に期待する役
割も変わってくるという状況なのだろうと理解しま
した。
　私自身は、とあるGDPRに関する論文のタイトルで、
GDPRをThe law of everythingと呼んでいたものが
あることを思い出しました。その著者はそのことを、
ある意味肯定的に使っていました。しかし、単独の
法が全てのこと、情報に関する全てを、規律するこ
とはできるはずがないわけです。その意味でやはり
今日お話をお聞きしていると、私自身は個情法の範
囲として、どこかに適切な分配、境界線を引くべき
なのではないかと思いました。
　とはいえ、先生方がおっしゃるとおり、そのよう

に線を引くことで大事な衡量要素を取りこぼす恐れ
はありますし、さらに、これは自分の所轄じゃない
から考えなくていいんだという言い訳に使われたら
たまったものではないということは事実です。そう
すると、法の守備範囲は限定されるのだけど、衡量
要素としては、広く取り込むというような、いいと
こ取りができるのかどうかを考える必要があるのか
なと思ってお聞きをしました。
小西：私からの応答としては、最初に音無先生から
のご質問に応答した後、山田先生と黒田知宏先生か
らのコメントに応答します。
　まず、音無先生からいただきました独立行政委員
会の準立法的権限との関係でのご質問にお答えしま
す。独立行政委員会が行政機関の一部である以上、
準立法的権限というのは規則制定権であって、法律
で定められた独立行政委員会の所掌事務に関するこ
とであれば、一定の自律性を持って定めることがで
きますが、それ以外のことに関しては、基本的に当
然法律の下に置かれると理解しております。
　私が申し上げたかったのは、規則制定権を否定す
るということではなく、ガイドラインやQ＆Aを通じ
て自ら基準を設けていく権力的作用が、個人情報保
護委員会の活動になってしまわないかということで
す。そのことに問題があるかどうかということ自体に
議論があるとは思うのですが、私からのコメントは、
個情委の権力性が強くなることの課題を考えてみた
い、という趣旨のものでした。
　有り体に言えば、例えば個情委から「ある情報の
処理は個人情報の取扱いにあたらない」と言っても
らうことによって利益を得る事業者にとって、現状
一番手っ取り早いのは、個情委のメンバーにロビー
活動をして情報の処理のプロセスについて説明し、
説得するということになります。そのような在り方
は不健全ではないか、それによって個人情報保護委
員会が政治化し、独立性が損なわれ、さらに権限が
肥大化していくという悪循環に陥ってくのではない
かという趣旨でございました。なお私は、ロビー活
動の秘匿性と人脈依存性の高さが問題であると考え
ていて、パブリックコメントや学術論文、マスメディ
ア、公の集会などを通じた社会的アプローチを否定
しているわけではありません。
　次に、山田先生と黒田知宏先生へのコメントに移
りたいと思いますが、残念ながら私自身は、個情法
の射程から取りこぼされた課題に対して、どう対応
すべきかということについては結論を持っておらず、
また個情法の射程が広がっていることをどう評価す
るのかという点についても、今のところ確たる意見
がありません。
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　その上で、山田先生からのご質問に可能な範囲で
お答えさせていただくとすると、私としては、個情
委が、より闊達に独立した見解を述べられるよう、
政治的な権力から切り離しておくべきだと考えてい
ます。すなわち、個情委の守備範囲は、個情法131
条に規定された目的である「個人情報の有用性に配
慮しつつ、個人の権利利益を保護するため、個人情
報の適正な取扱いの確保を図ること」に向けられた、
比較的広い守備範囲であって、その事務が同132条
に規定されていると理解しています。しかし、この
守備範囲を個情委が所管する前提は、同133条に規
定された独立性です。守備範囲の問題は、対応する
トピックの量的問題であり、権力性の問題は「判断
基準の形成が個情委に委ねられることで、個情委が
政治化する」という質的問題であるという整理です。
私は後者の質的権力拡大については、先ほど音無先
生へのコメントとしても申し上げたとおり、独立性
の担保という観点から非常に危険だと考えておりま
す。
　また、黒田知宏先生のお話にございましたとおり、
個情委には独立性があるからこそ、他の省庁に忖度
（そんたく）せずに発言することができるわけですが、
現実の問題としては、その発言の裏にあるものを無
視してはいけないと考えています。「個情委としては
この意見は絶対変えないぞ」という主張の裏側に、
例えば特定の事業者のロビー活動があって「このラ
インを越えられては、当該事業者が困るぞ」という
ことを個情委の中で共有しているといった危険な状
況を生まないような組織の在り方を、立法上追求し
ていくべきだと私は考えています。これは、透明性
の問題とも関わりますが、個情委が政治化すること
で、独立性を前提とした発言に対する信頼を得られ
なくなってしまうということは、非常に危険だと思う
からです。
　その意味でも、個情委がある面では法律の範囲内
で粛々と判断し、またある面では、闊達に議論でき
るような健全な独立性を持った機関として存続でき
るような個情法の展望が開けると良いのではないか
と思っております。

まとめ

曽我部：最後に一言ずついただければと思います。
五十音順で、音無先生からお願いいたします。
音無：私がアメリカにおける学術的な議論を主に自
らの関心からではありますが眺めていて感じるのは、
本人関与や同意の限界を強く意識していることから
個々人の個人情報の取扱いに関する自己決定に代わ

るものを模索しており（そのうち信頼や信認関係に
着目する立場については論点2において言及しまし
た）、代替案として個人情報の取扱いに関する統治の
過程に着目する立場が現れていることです。例えば、
個人情報の取扱いが有する一種の外部性を考慮して、
社会構成員全員の利益をうまく反映させるプロセス
として民主主義という理念を重視しようとする立場
や、プライバシー問題を情報に起因する権力関係の
問題と捉えて権力分立や法の支配といった人権とい
うよりもむしろ統治機構で用いられてきた理念を活
用しようとする立場、あるいは、同じく権力関係を
意識しつつも被用者が自ら積極的に労働条件を改善
しようとする労使交渉を理念とする立場などが見ら
れます。
　これらは共通して、個人情報の取扱いを個々人の
自己決定にただ任せるのではなく、いわば何らかの
機構（メカニズム）を通じて個人情報という資源を
分配すべきことを志向していると解することが可能
ではないかと考えています。アメリカ社会は既に市
場機構を用いることをしばらく試みたものの、それ
がうまくいかなかったことは少なくとも学術的なレ
ベルでは共通理解が形成されているように思えます。
そうすると、市場機構に代わる資源配分機構を設計
しようとするマーケット・デザイン、とりわけ、マッ
チング理論は安定性の概念を含む有益な知見をプラ
イバシーの議論にもたらすのではないかと考えてい
ます。例えば、情報主体を背後に持つ個人情報と、
取扱い主体による特定の個人情報の取扱いをマッチ
ングすると考え、安定的なマッチングを形成するに
は、いかなるルールないし手順に沿ってマッチング
すればよいか、また、いかなる前提条件（個人合理
性やマッチング・ルールの透明性、マッチング対象
の厚みなどが差し当たり考えられます）を満たすべ
きであるのか、を考えるということが想定できます。
その視点に立てば、個人情報の取扱いに関する日本
の従来の憲法判例や不法行為判例は「正当な理由を
示すことができれば個人情報の取扱いを認め、示せ
なければ認めない」という大まかな配分機構を用い
てきたとも言えそうです。個人情報の安定的なマッ
チング機構は複数存在し、国によっても異なること
は容易に想像できます。アメリカやEUの法制度をそ
のような観点からも検討していくことで、日本の個
人情報保護法制にとって有益な新たな発見が得られ
るかもしれないと期待しております。
黒田（佑）：小西先生の先ほどの問題提起にちょっと
絡めて申し上げると、確かに理想的に言えば、もち
ろん法律の定めた事項の中で個人情報保護委員会が
限定された範囲で規則制定権を授権されているとい
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う状況であるべきなのであろうとは思っていますが、
現実的にはそうはなっていません。一番、顕著なと
ころとしては、今日は議論に出てきていませんが、
情報セキュリティについては、法律はほとんど丸投
げのような状況で、規則にも何も書いておらず、ガ
イドラインの別表の参照例が実務的な基準になって
しまっている。不健全であることは間違いないので
すけれども、じゃあその代わりとなるような統制を
かけるための手段というものを用意できてないとい
う結構大きな問題があるのだろうと思います。
　加えて、私は、冒頭で個情法は断片化していくの
ではないかと申し上げましたが、断片化するという
ことは、フェアユースのようなひとつの条文の解釈
に全てを委ねるのではなくて、細かい場面ごとの議
論になるわけなので、個情委の権限自体はある程度
明確化されていくという方向では、むしろ望ましい
のかもしれません。
　いずれにしても、個人情報保護委員会による制度
形成や執行をどのように統制するかという問題を考
えていかなければならないのであろうと、小西先生
のご意見をお聞きして感じました。
小西：私が強調しておきたいことは、個人の個別性
の重要性を忘れてはいけないということです。社会
にとって有用だからといって、誰しもがその中に包
摂されることを「メリットがあると感じなければな
らない」というのは、全体主義です。そうならない
ために、技術的困難に直面しながらも、現実的な本
人関与の在り方を模索したり、あるいは本人関与が
不要、不可能な場合を、限定的かつ明確に示すとい
うことが重要であると考えておりますので、その点
で今回の3年ごと見直しの在り方に、私は共感するも
のがあります。
　最後に、先ほど黒田佑輝先生がおっしゃった点に
ついて、1つだけコメントをします。私は、全てにお
いて、法律の授権の下、規則を作って、あるいはガ
イドラインを作って…とはできない現実があるとい
うことを、黒田佑輝先生同様に正面から受け止めて
おります。その上で、次善の策として何ができるの
だろうかと考えてみると、ひとつのアイデアとして
は、例えば、技術アドバイザリーボードのようなも
のを置くということはあり得るかと考えています。
　イギリスの諜報機関の第三者機関である
Investigatory Powers Commissionerには、第三者機
関に附帯する形で、政府から独立して組織された技
術アドバイザリーボードが、必要に応じて第三者機
関にアドバイスをする体制となっています。「ある
技術的問題をどう取り扱ったらいいのか」といった
ことを、第三者機関が、そのアドバイザリーボード

に聞くという形です。つまり第三者機関にとっての、
技術部門に関する第三者機関、そういうものを置く
という仕組みはあります。
　山田先生がご指摘くださったように、それが財政
的に難しい可能性はもちろんあるのですけれども、
ひとつの手段としては、そういった技術アドバイザ
リーボードを、法律の授権の範囲を明確にした上で
設置しつつ、その中で技術的な進歩や、技術的に難
しい部分、法律に記載することが必ずしも適当でな
い情報セキュリティのような分野について、技術的
正確性を担保しながら議論していくことが、個情委
にも期待されるのではないかと思います。以上です。
山田：今の小西先生のコメントを引き継ぐような形
で、最後のコメントをしたいと思います。能力の観
点からどこまで立法機関が決定できるのかというと
ころが難しいという話があり、そうすると専門技術
にも通じた第三者機関を作る、さらに場合によって
は小西先生がおっしゃったように、第三者機関の中
にもまた第三者機関を作る可能性も出てくるという
ことになります。しかし、それはそれでどこまでも
際限がないことになりかねず、難しいところです。
　それから、今回の見直しに関わる資料を見ていて
いますと、マジックワードのように「ステークホル
ダー」という言葉が頻繁に登場します。私自身も、
最近はマルチステークホルダーの関与のもとでの具
体的なルール形成や個別決定が重要だと言うことが
多いのですけれども、他方でこれも問題含みです。
つまり、事情に通じている人の話を聞かないとどう
しようもないという反面、事情に通じている人とい
うのは、そこに特定の利益がある人なので、この特
殊な利益に取り込まれてしまう危険と、常に隣り合
わせなのです。これは、小西先生が指摘されたロビー
イングの話にもつながってくるところです。
　今後は、ステークホルダーを巻き込んだ決定の手
法について、政治学とか政策学、さらには、デザイ
ン学などの知見も取り込んで、しっかり考えていく
必要があると思っています。解釈論と政策論の話の
線引きや、従来型の法学者がどこまでできるのかと
いう問題はありますが、しっかり法学者も考えてい
かなければならないと思っています。そして、むし
ろ私の現在の主たる学問的関心はそこに移りつつあ
るといったところです。
曽我部：私も最後一言申し上げるとすると、今回、3
年ごと見直しに関わる論点について、多角的に議論
できたかと思います。黒田佑輝先生の、統計情報に
関するご指摘などは、大変鋭いものがあって、まさ
に今実践的にご検討いただくべきようなものだった
かと思いますし、それを越えて、個情法の目的論に
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ついても、音無先生はじめ、非常に新しい視点が示
されたということもありました。
　後半の議論では、個情法、あるいは個情委の役割・
守備範囲というところも、議論がやはり必要なので
はないかというご指摘もあったかと思います。また、
興味深かったのは、特に小西先生と音無先生との間
の議論にありましたように、個人情報保護に関する、

権利基底的なアプローチと、もう少し外部性を含め
て見ていった方がいいというアプローチの対比が、
永遠の課題として残るのかなというのが改めて感じ
られました。
　以上をもちましてこの座談会はお開きとさせてい
ただきます。長時間どうもありがとうございました。
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